
保護者の経済的負担を軽減し、幼児教育の機会の が受けられるよう、私立幼稚園や保護者への支援を引き続き実

確保に努める必要がある。また、保護者の就労形態の多様化等 施する。さらに幼児教育の連続性の観点から幼保小の連携強化

に伴い、幼稚園の一時預かり保育の拡充が求められている。さ に積極的に取り組む。

らに、小学校入学後、生活の変化に対応が難しい児童への配慮

が課題となっている。

　幼稚園の一時預かりについては、幼稚園への働きかけを行い、運営上の課題について整理

し、平成29年度から市単独補助の創設を行うこととした。これらから、平成29年度当初から

Ｂ
の開始に１園が長時間の預かり保育事業の実施の運びとなった。また、幼保小の連携につい

ては、幼児教育振興協議会を中心に各機関が連携し、活動を行っている。

　国の制度変更により補助金等の予算が増額となり、それに伴う事務量も増加しているため

、事務の効率化を図っていく。補助金については、施設整備等と研修費補助等の見直しを図

→ り、幼稚園への補助金の組替えを実施し、より効果が見込まれるようなものとした。

　幼児期の教育は生きる力の基礎を培うものとして重要な役割があることから、私立幼稚園や保護者への財政的な支援を継続し、幼児教育

を受ける機会と充実を図る。また、小規模保育の連携施設となる、若しくは就労しつつ幼稚園を希望する保護者のために、平成29年度から

幼稚園の長時間一時預かり保育に対する補助を開始し、充実化を図った。今後も、補助金等の周知を図り他の園へも推進を図っていく。ま

た、幼保小の連携については、着実に推進していることから、引き続き関係機関との連携を図り、取り組みを継続していく。
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01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち こども青少年部・保育幼稚園室

01 子育て支援 こども青少年部・こども家庭課
教育委員会事務局・教育政策室

04 幼児教育の充実促進

　市内の幼稚園教育を充実させ、幼児教育を受ける機会を拡大することで、幼児たちが、心豊かにたくましく生きる力を身

につけられるようにしていきます。

私立幼稚園事業

幼稚園への補助と保護者への経済的支援、幼稚園の保育機能充実への支援

幼保小の連携体制の強化

一日長時間かつ夏休み期間 長時間預かり保育を実施する幼稚園数
園 4 0 0 1

等も保育を実施する園数

　子ども・子育て支援新制度の開始により、教育と保育を一体 　子ども・子育て支援新制度により新設された小規模保育施設

的に提供する認定こども園の改善のほか、小規模保育施設の新 の連携施設となり得る幼稚園での一時預かり保育の拡充を図る

設等が図られた。幼稚園は、小規模保育施設の連携施設として ため、市単独補助金の創設など対策を図ったが、引き続き関係

の役割も期待されている。そのため、私立幼稚園の運営支援の 施設に積極的な働きかけを行う。また、幼児教育・保育を誰も

補助のほか、
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うち31

事業内容 うち一般財源計
画
額

一般財源
人件費

01 私立幼稚園事業　（保育幼稚園室）

私立幼稚園事業

任
意

343,917
0

376,912

１ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ １ ○ Ａ01 01 10 01 06 01 01 372,178

文部科学省の基準や戸田市例 300,107 0

規等の基準に基づいて､幼稚 3,449

H29決算額 H30予算額 H31計画額 H31予算額

計（千円） 事業費 343,917 376,912 372,178 0

うち一般財源 259,767 302,867 300,107 0

事業の方向性： １現状で継続　 ２拡大して継続 ３縮小して継続　　　４他事業と統合　　　５休止　　　６その他見直し

７平成31年度で終了 ８平成

戸

30年度で終了 ９平成

田

29年度で終了
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